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決算取締役会開催日 平成18年５月17日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年６月26日 定時株主総会開催日 平成18年６月23日

単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株）

１．18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

(1）経営成績 （注）金額は百万円未満を切り捨て

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 23,207 10.5 911 20.8 1,060 37.0

17年３月期 21,002 7.5 754 △15.6 774 16.3

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　銭 ％ ％ ％

18年３月期 636 41.7 67.72 ― 6.4 5.1 4.6

17年３月期 449 38.3 47.41 ― 4.8 3.9 3.7

（注）①期中平均株式数 18年３月期 9,032,831株 17年３月期 9,034,506株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況  

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

18年３月期 11.00 5.00 6.00 99 16.2 1.0

17年３月期 10.00 5.00 5.00 90 21.1 0.9

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　銭

18年３月期 21,311 10,319 48.4 1,139.89

17年３月期 20,303 9,591 47.2 1,059.47

（注）①期末発行済株式数 18年３月期          9,031,147株 17年３月期 9,033,289株

②期末自己株式数 18年３月期        118,253株 17年３月期 116,111株

２．19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 11,971 204 112 6.00 ― ―

通　期 24,691 783 420 ― 6.00 12.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　43円76銭

※　上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。世界経

済・競合状況・為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数字と大幅に異なる可能

性があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 ※１ 195,497 119,822 △75,675

２．受取手形 658,298 551,628 △106,669

３．売掛金 ※２ 4,738,619 4,976,688 238,068

４．製品 363,186 543,544 180,358

５．原材料 417,910 554,282 136,371

６．仕掛品 132,563 225,086 92,523

７．貯蔵品 4,167 4,799 632

８．前払費用 15,041 17,814 2,772

９．繰延税金資産 186,385 216,396 30,011

10．未収入金 ※２ 785,009 682,836 △102,172

11．１年以内回収予定の長
期貸付金

※２ 382,602 544,617 162,015

12．その他 ※２ 93,380 203,356 109,976

13．貸倒引当金 △14,450 △11,514 2,936

流動資産合計 7,958,211 39.2 8,629,360 40.5 671,148

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産

(1）建物 ※１ 3,002,240 3,038,553

減価償却累計額 1,973,892 1,028,348 2,053,320 985,232 △43,115

(2）構築物 102,323 105,873

減価償却累計額 75,619 26,704 80,201 25,672 △1,032

(3）機械及び装置 ※１ 7,238,520 7,619,869

減価償却累計額 5,357,259 1,881,260 5,640,042 1,979,827 98,566

(4）車両運搬具 64,152 58,517

減価償却累計額 48,970 15,182 40,616 17,900 2,718

(5）工具、器具及び備品 3,314,649 3,334,300

減価償却累計額 2,871,369 443,280 2,906,365 427,935 △15,344

(6）土地 ※１ 1,244,894 1,244,894 －

(7）建設仮勘定 130,797 64,045 △66,751

有形固定資産合計 4,770,466 23.5 4,745,507 22.3 △24,959
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

２．無形固定資産

(1）借地権 5,000 5,000 －

(2）ソフトウェア 78,695 68,179 △10,515

無形固定資産合計 83,695 0.4 73,179 0.3 △10,515

３．投資その他の資産

(1）投資有価証券 ※１ 856,391 1,218,008 361,616

(2）関係会社株式 5,249,092 5,604,203 355,111

(3）出資金 16,790 16,790 －

(4）従業員に対する長期
貸付金

25,807 29,476 3,669

(5）関係会社長期貸付金 1,146,584 858,029 △288,555

(6）破産債権等 14,926 － △14,926

(7）繰延税金資産 55,251 － △55,251

(8）差入保証金 102,687 102,587 △100

(9）その他 49,945 37,315 △12,630

(10）貸倒引当金 △31,700 △3,974 27,726

投資その他の資産合計 7,485,776 36.9 7,862,436 36.9 376,659

固定資産合計 12,339,938 60.8 12,681,122 59.5 341,184

Ⅲ　繰延資産

１．社債発行費  5,375 1,100 △4,275

資産合計 20,303,525 100.0 21,311,582 100.0 1,008,057
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．支払手形 ※２ 3,008,657 688,857 △2,319,800

２．買掛金 ※２ 2,226,911 4,662,687 2,435,776

３．短期借入金 ※１ 973,600 450,000 △523,600

４．１年以内償還予定の社
債

 120,000 120,000 －

５．１年以内返済予定の長
期借入金

※１ 555,962 478,368 △77,594

６．未払金 ※２ 589,768 1,437,607 847,838

７．未払費用 48,795 101,932 53,137

８．未払法人税等 210,000 303,423 93,423

９．預り金 38,425 41,980 3,554

10．賞与引当金 355,610 358,689 3,079

11．設備支払手形 45,315 37,607 △7,707

12．その他 23,760 114 △23,646

流動負債合計 8,196,805 40.4 8,681,267 40.7 484,461

Ⅱ　固定負債

１．社債  560,000 440,000 △120,000

２．長期借入金 ※１ 1,399,537 1,204,109 △195,428

３．繰延税金負債  － 56,532 56,532

４．長期未払金 7,679 － △7,679

５．退職給付引当金 547,961 610,153 62,191

固定負債合計 2,515,178 12.4 2,310,794 10.9 △204,383

負債合計 10,711,983 52.8 10,992,061 51.6 280,078
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）

Ⅰ　資本金 ※３ 2,190,000 10.8 2,190,000 10.3 －

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 3,882,941 3,882,941

資本剰余金合計 3,882,941 19.1 3,882,941 18.2 －

Ⅲ　利益剰余金

１．利益準備金 141,000 141,000  

２．任意積立金

(1）特別償却準備金 10,080 15,504  

(2）別途積立金 1,640,000 1,690,000  

３．当期未処分利益 1,532,814 2,002,756  

利益剰余金合計 3,323,895 16.4 3,849,261 18.1 525,365

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 248,385 1.2 453,245 2.1 204,860

Ⅴ　自己株式 ※７ △53,680 △0.3 △55,927 △0.3 △2,246

資本合計 9,591,541 47.2 10,319,521 48.4 727,979

負債・資本合計 20,303,525 100.0 21,311,582 100.0 1,008,057
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 ※５ 21,002,339 100.0 23,207,050 100.0 2,204,711

Ⅱ　売上原価

１．期首製品たな卸高 409,448 363,186  

２．当期製品製造原価 15,174,252 17,257,484  

３．当期製品仕入高 ※５ 2,398,859 2,419,578  

合計 17,982,560 20,040,248  

４．他勘定振替高 ※１ 4,596 3,600  

５．期末製品たな卸高 363,186 17,614,778 83.9 543,544 19,493,104 84.0 1,878,325

売上総利益 3,387,560 16.1 3,713,946 16.0 326,385

Ⅲ　販売費及び一般管理費

１．輸送費 206,907 269,819  

２．輸出諸掛 105,043 172,056  

３．販売手数料 21,366 27,857  

４．役員報酬 85,092 100,735  

５．給与及び手当 319,902 339,491  

６．賞与 4,193 8,018  

７．賞与引当金繰入額 84,607 80,141  

８．退職給付費用 47,632 50,259  

９．福利厚生費 77,490 76,230  

10．旅費交通費 96,921 98,585  

11．接待交際費 35,262 36,500  

12．支払手数料 53,131 58,779  

13．減価償却費 34,776 31,597  

14．地代家賃 25,448 22,561  

15．研究開発費 ※６ 1,274,104 1,217,658  

16．その他 161,042 2,632,923 12.5 211,781 2,802,074 12.1 169,151

営業利益 754,637 3.6 911,871 3.9 157,234

Ⅳ　営業外収益

１．受取利息 ※５ 31,752 43,494  

２．受取配当金 9,754 11,319  

３．為替差益 26,088 142,838  

４．その他 22,741 90,336 0.4 12,064 209,717 0.9 119,380
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ　営業外費用

１．支払利息 59,419 54,107  

２．手形売却損 3,592 1,788  

３．その他 7,418 70,431 0.3 4,835 60,731 0.2 △9,699

経常利益 774,543 3.7 1,060,857 4.6 286,314

Ⅵ　特別利益  

１．固定資産売却益 ※２ 200   －    

２．貸倒引当金戻入額  － 200 0.0 2,936 2,936 0.0 2,735

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産売却損 ※３ 401 312  

２．固定資産除却損 ※４ 14,585 23,921  

３．ゴルフ会員権売却損 904 －  

４．投資有価証券評価損 16,025 －  

５．役員退職慰労金 2,000 －  

６．過年度特許使用料 － 34,648  

７．退職給付会計基準変
更時差異償却

24,655 －  

８．貸倒引当金繰入額 3,455 62,027 0.3 － 58,882 0.3 △3,145

税引前当期純利益 712,715 3.4 1,004,911 4.3 292,195

法人税、住民税及び
事業税

285,447 425,306  

法人税等調整額 △22,045 263,402 1.3 △57,093 368,213 1.6 104,811

当期純利益 449,313 2.1 636,697 2.7 187,384

前期繰越利益 1,128,670 1,411,224 282,554

中間配当額 45,169 45,165 △3

当期未処分利益 1,532,814 2,002,756 469,942
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製造原価明細書

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

１．材料費 10,986,718 72.3 12,682,053 73.1 1,695,334

２．労務費 2,536,083 16.7 2,658,819 15.3 122,735

３．経費 ※２ 1,676,110 11.0 2,009,135 11.6 333,025

当期総製造費用 15,198,912 100.0 17,350,008 100.0 2,151,095

期首仕掛品たな卸高 107,903 132,563 24,660

合計 15,306,815 17,482,571 2,175,755

期末仕掛品たな卸高 132,563 225,086 92,523

当期製品製造原価 15,174,252 17,257,484 2,083,232

 

　（注）

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　１．原価計算の方法 組別総合原価計算 同左

※２．経費の主な内容 減価償却費 650,779千円

外注加工費 451,902千円

電力費 134,651千円

修繕費 64,906千円

消耗品費 81,274千円

梱包費 59,063千円

減価償却費 635,731千円

外注加工費 653,257千円

電力費 148,706千円

修繕費 80,410千円

消耗品費 72,003千円

梱包費 86,081千円
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(3）利益処分案

前事業年度
（株主総会承認日）
（平成17年６月24日）

当事業年度
（株主総会承認日）
（平成18年６月23日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 1,532,814 2,002,756 469,942

Ⅱ　任意積立金取崩高  

１．特別償却準備金取崩高 3,709 3,709 4,407 4,407 698

合計 1,536,523 2,007,163 470,640

Ⅲ　利益処分額  

１．配当金 45,166 54,186  

２．役員賞与金 21,000 25,000  

（うち監査役賞与金） (900) (1,000)  

３．任意積立金  

特別償却準備金 9,132 7,168  

別途積立金 50,000 125,299 100,000 186,355 61,056

Ⅳ　次期繰越利益 1,411,224 1,820,807 409,583
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1）デリバティブ

時価法によっております。

(1）デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）製品、原材料、仕掛品

総平均法による原価法

(1）製品、原材料、仕掛品

同左

(2）貯蔵品

最終仕入原価法

(2）貯蔵品

同左

４．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、

平成10年４月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については、定額法

を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物及び構築物　　　5年～47年

機械装置及び運搬具　3年～12年

その他　　　　　　　2年～10年

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左

５．繰延資産の処理方法 社債発行費について３年に亘り均等償

却を行っております。 

同左

６．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左

７．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権について、個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、当

期に負担すべき支給見込額を計上してお

ります。

(2）賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

　なお、会計基準変更時差異（123,281

千円）については、５年による均等額を

費用処理しております。数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌期から費用処理する

こととしております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理することとしております。

８．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

９．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

  

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月１日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

 　当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。こ

れによる損益に与える影響はありません。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

※１　担保資産及び担保に対応する債務 ※１　担保資産及び担保に対応する債務

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

有形固定資産 有形固定資産

建物 904,438千円

機械及び装置 1,874,905千円

土地 1,244,894千円

合計 4,024,238千円

建物 869,671千円

機械及び装置 1,976,642千円

土地 1,244,894千円

合計 4,091,208千円

上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供している

資産

上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供している

資産

建物 601,953千円

機械及び装置 1,874,905千円

土地 488,423千円

合計 2,965,282千円

建物 579,498千円

機械及び装置 1,976,642千円

土地 488,423千円

合計 3,044,564千円

(2）担保に対応する債務 (2）担保に対応する債務

短期借入金 703,311千円

長期借入金

（１年以内返済予定長期借入

金を含む）

997,499千円

合計 1,700,810千円

短期借入金 380,000千円

長期借入金

（１年以内返済予定長期借入

金を含む）

667,477千円

合計 1,047,477千円

　上記の他、Diamond Electric Hungary Kft.（ハン

ガリー）の政府補助金申請に係わる銀行保証状116,300

千円（200,000千フォリント）発行に対する担保とし

て、定期預金11,500千円及び投資有価証券68,840千円

に質権が設定されております。

　上記の他、Diamond Electric Hungary Kft.（ハン

ガリー）の政府補助金申請に係わる銀行保証状107,280

千円（200,000千フォリント）発行に対する担保とし

て、定期預金11,500千円及び投資有価証券97,200

千円に質権が設定されております。

※２　関係会社に対する資産・負債 ※２　関係会社に対する資産・負債

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　区分掲記されたもの以外で、各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次のとおりであります。

売掛金 1,042,674千円

未収入金 181,530千円

１年以内回収予定の長期貸付金 377,234千円

その他流動資産 61,160千円

支払手形 249,985千円

買掛金 239,817千円

未払金 6,236千円

売掛金 1,709,569千円

未収入金 18,321千円

１年以内回収予定の長期貸付金 539,407千円

その他流動資産 178,807千円

買掛金 448,067千円

未払金 8,312千円

※３　会社が発行する株式及び発行済株式の総数 ※３　会社が発行する株式及び発行済株式の総数

授権株式数　　　普通株式 26,400,000株

発行済株式総数　普通株式 9,149,400株

授権株式数　　　普通株式 26,400,000株

発行済株式総数　普通株式 9,149,400株
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前事業年度
（平成17年３月31日）

当事業年度
（平成18年３月31日）

　４　保証債務 　４　保証債務

新潟ダイヤモンド電子株式会社

の銀行からの借入に対する保証
659,910千円

協同組合鳥取鉄工センター組合

員の鳥取県からの借入に対する

連帯保証

62,778千円

Diamond Electric Hungary

Kft.(ハンガリー)政府補助金申

請のための銀行への保証

(100,000千フォリント)

58,150千円

Diamond Electric Hungary

Kft.(ハンガリー)政府補助金申

請のための銀行への保証

(200,000千フォリント)

116,300千円

Diamond Electric Mfg.

Corporation(米国）の州政府借

入の為の保証(1,215千米ドル）

130,438千円

Diamond Electric Mfg.

Corporation(米国）の平成17年

３月31日現在のオペレーティン

グ・リースに対する保証(11,766

千米ドル）

1,262,757千円

合計 2,290,333千円

新潟ダイヤモンド電子株式会社

の銀行からの借入に対する保証
595,000千円

協同組合鳥取鉄工センター組合

員の鳥取県からの借入に対する

連帯保証

51,421千円

Diamond Electric Hungary

Kft.(ハンガリー)政府補助金申

請のための銀行への保証

(100,000千フォリント)

53,640千円

Diamond Electric Hungary

Kft.(ハンガリー)政府補助金申

請のための銀行への保証

(200,000千フォリント)

107,280千円

Diamond Electric Mfg.

Corporation(米国）の州政府借

入の為の保証(814千米ドル）

95,686千円

Diamond Electric Mfg.

Corporation(米国）の平成18年

３月31日現在のオペレーティン

グ・リースに対する保証(10,145

千米ドル）

1,191,900千円

合計 2,094,927千円

　５　受取手形割引高 150,740千円 　５　受取手形割引高 366,200千円

　６　配当制限 　６　配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、249,944千

円であります。

　旧商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は、456,746

千円であります。

※７　自己株式 ※７　自己株式

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式116,111

株であります。

　当社が保有する自己株式の数は、普通株式118,253

株であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 ※１　他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

販売費及び一般管理費 4,596千円 販売費及び一般管理費 3,600千円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。 ※２　　　　　　　　――――――

機械及び装置 200千円    

※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。 ※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 401千円 車両運搬具 312千円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。 ※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 1,089千円

機械及び装置 7,304千円

車両運搬具 41千円

工具器具及び備品 6,150千円

合計 14,585千円

建物 941千円

機械及び装置 13,715千円

車両運搬具 306千円

工具器具及び備品 8,958千円

合計 23,921千円

※５　関係会社との取引は次のとおりであります。 ※５　関係会社との取引は次のとおりであります。

売上高

Diamond Electric Mfg.

Corporation（米国）
1,979,054千円

新潟ダイヤモンド電子株式会

社
294,642千円

Diamond Electric Hungary

Kft. （ハンガリー）
476,444千円

製品仕入高

Diamond Electric Mfg.

Corporation（米国）
4,322千円

新潟ダイヤモンド電子株式会

社
1,941,822千円

Diamond Electric Hungary

Kft. （ハンガリー）
118,990千円

受取利息

Diamond Electric Mfg.

Corporation（米国）
16,424千円

新潟ダイヤモンド電子株式会

社
1,218千円

Diamond Electric Hungary

Kft. （ハンガリー）
13,289千円

売上高

Diamond Electric Mfg.

Corporation（米国）
2,731,583千円

新潟ダイヤモンド電子株式会

社
287,055千円

金剛石電機（蘇州）有限公司

（中華人民共和国）
150,543千円

Diamond Electric Hungary

Kft. （ハンガリー）
564,684千円

製品仕入高

Diamond Electric Mfg.

Corporation（米国）
5,966千円

新潟ダイヤモンド電子株式会

社
1,685,967千円

Diamond Electric Hungary

Kft. （ハンガリー）
293,806千円

金剛石電機（蘇州）有限公司

（中華人民共和国）
61,968千円

受取利息

Diamond Electric Mfg.

Corporation（米国）
27,306千円

新潟ダイヤモンド電子株式会

社
881千円

Diamond Electric Hungary

Kft. （ハンガリー）
13,060千円

※６　研究開発費の総額 ※６　研究開発費の総額

一般管理費に研究開発費が1,274,104千円含まれ

ております。

一般管理費に研究開発費が1,217,658千円含まれ

ております。
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①　リース取引

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

１．取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

１．取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額
 
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
 
相 当 額

（千円） （千円） （千円）

機械及び装置 353,736 66,993 286,742

工具器具備品 32,709 17,279 15,429

ソフトウェア 31,518 11,031 20,486

合計 417,963 95,303 322,659

取得価額
 
相 当 額

減価償却
累 計 額
相 当 額

期末残高
 
相 当 額

（千円） （千円） （千円）

機械及び装置 639,440 124,665 514,774

工具器具備品 30,968 22,521 8,447

ソフトウェア 35,482 16,646 18,835

合計 705,891 163,834 542,057

　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

取得価額相当額は、前事業年度までは支払利子込み法

によっておりましたが、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が増加したため、当

事業年度より支払利子抜き法により算定しております。

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 63,785千円

１年超 258,873千円

合計 322,659千円

１年内 102,240千円

１年超 445,225千円

合計 547,466千円

　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。

　未経過リース料期末残高相当額は、前事業年度までは

支払利子込み法によっておりましたが、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が増

加したため、当事業年度より支払利子抜き法により算定

しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 52,826千円

減価償却費相当額 52,826千円

支払リース料 79,680千円

減価償却費相当額 74,793千円

支払利息相当額 7,060千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

同左

―――――― ５．利息相当額の算定方法

　 　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

②　有価証券

　前事業年度（自平成16年４月１日　至平成17年３月31日）及び当事業年度（自平成17年４月１日　至平成18年３

月31日）のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。
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③　税効果会計

①　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

前事業年度
──────────────

（平成17年３月31日）

当事業年度
──────────────

（平成18年３月31日）

流動の部

繰延税金資産

賞与引当金 143,666千円 144,910千円

事業税及び事業所税 23,644千円 29,374千円

未払社会保険料 16,315千円 16,719千円

その他 5,746千円 25,391千円

繰延税金資産合計 189,372千円 216,396千円

固定の部

繰延税金資産

貸倒引当金 19,050千円 1,611千円

投資有価証券 6,474千円 6,474千円

退職給付引当金 203,039千円 246,502千円

固定資産除却損 －千円 3,018千円

その他 2,577千円 5,473千円

繰延税金資産合計 231,142千円 263,080千円

繰延税金負債

特別償却準備金 △10,509千円 △12,379千円

その他有価証券評価差額金 △168,368千円 △307,233千円

繰延税金負債合計 △178,878千円 △319,612千円

繰延税金資産の純額 241,636千円 159,864千円

②　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

法定実効税率 40.4％ 40.4％

（調整）

交際費等永久差異項目 2.0％ 1.5％

住民税均等割 1.3％ 1.0％

試験研究費等税額控除 △7.0％ △7.0％

法人税等追徴税額 －％ 1.0％

その他 0.3％ △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
37.0％ 36.6％
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 1,059円47銭 1,139円89銭

１株当たり当期純利益 47円41銭 67円72銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

同左

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 449,313 636,697

普通株主に帰属しない金額（千円） 21,000 25,000

（うち利益処分による役員賞与金） (21,000) (25,000)

普通株式に係る当期純利益（千円） 428,313 611,697

期中平均株式数（株） 9,034,506 9,032,831

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　該当事項はありません。 同左

－ 51 －



７．役員の異動

（平成18年６月23日付予定）

(1）代表者の異動

　該当事項はありません。

(2）その他の役員の異動

　該当事項はありません。

以上
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